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第3部 特定事業の許可申請について

第1 特定事業（一時堆積事業）許可申請書作成要領

Ⅰ 申請書類の作成について

１ 提出部数

申請書は正本１部、副本２部（環境管理課の所管区域については、副本１部。なお、副本は写

しで可）を提出すること。

なお、特定事業が複数の市町村にまたがって行われる場合は、その数に応じて副本が必要とな

ります。

２ 申請書の製本

申請書はファイル等で製本すること。また、添付書類は原則Ａ４判とし（様式の決まっている

ものはこの限りではない。）、目次を作成してインデックス等を貼付すること。

製本は、特定事業又は一時堆積事業の許可申請に必要な書類（Ｐ１－４～Ｐ１－５）に沿って

行うこと。

３ 図面

(1) Ａ３判を超える大きさの図面は、図面袋等に入れて末尾に綴じること。

(2) 一つの図面に二以上の内容を記載する場合は、その内容を示す表題を全て記載すること。

(3) 添付図面等で色塗りをした場合は、必ず凡例を示しておくこと。

４ その他必要な事項

(1) 事業の目的、跡地利用等の計画内容を具体的に記載した事業計画概要書を必ず添付すること。

(2) 特定事業予定地の現況（形状、構造物、周辺の道路等との関係など）が分かるような写真

（複数枚でも可）を添付すること。また、図面と照合できるよう、撮影方向を記載した平面図

などを必要に応じて添付すること。

(3) 特定事業の許可に関し、必要に応じて、別に書類の提出を求めることがあること。

(4) 関係機関への意見照会用として、位置図、見取図、公図、地番一覧表等求められた部数を用

意すること。
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Ⅱ  特定事業許可申請書記載要領について 

１ 目次 

申請に当たっては、特定事業許可申請書及び添付書類についての目次を作成すること。目次は原則

として、許可申請に必要な書類（特定事業）（Ｐ１－４）の順で作成すること。 

２ 特定事業許可申請書（規則様式第１９号）関係（様式Ｐ５－１４、記載例Ｐ３（２）－１） 

「規 則」：徳島県生活環境保全条例施行規則 
「様式集」：徳島県生活環境保全条例に係る様式集 

記 載 事 項  記 載 要 領 

(1) 氏名（法人にあ

っては、名称及び

その代表者の氏

名）及び住所 

① 特定事業を行おうとする者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏

名）及び住所を正確に記載し、「住民票の写し」（法人にあっては、「登記事

項証明書」）添付すること。 
②「住民票の写し」（法人にあっては、「登記事項証明書」）は、原則として申

請する日前３か月以内に発行されたものであること。 
③法人の支店長等が申請代理人となる場合は、法人の住所、名称、代表者名を

記載した下に、支店等の住所、支店等の代表者の職氏名を記載し、支店長等

が「申請代理人になり得ることを示す書類」を添付すること。 
④申請者が未成年の場合には、その法定代理人の氏名及び住所を記載し、「住

民票の写し」を添付すること。 

(2) 特定事業区域の

所在地及び面積 

 
計画概要書 
（様式Ｐ３－１４） 
土地の明細表 
（様式Ｐ３－１８） 

① 特定事業区域の所在地は、代表地番及びほか○○筆と記載すること。 
② 特定事業区域及び特定事業に供する施設に係る全ての土地について、「特定

事業計画概要書」（様式集様式第３の１号。以下、「計画概要書」という。）

の「特定事業に係る土地の明細表」（様式集様式第３の５号。以下、「土地の

明細表」という。）に所在地、地目、土地所有者等必要事項を整理するこ

と。 
③ 特定事業区域の面積を平方メートル単位で記載し、実測の面積求積図など算

定根拠となる図書を添付すること。 
④ 「面積求積図」（縮尺 1/1,000 程度）には、特定事業区域、地番界、地番等

を記載し、土地利用計画区分毎に適宜色分けし明示すること。 
(3) 特定事業に供す

る施設の設置計画 
① 「特定事業に供する施設の設置計画図」（縮尺 1/500 程度）を作成し、特定

事業区域、土砂等の搬入路、排水溝、現場事務所、標識等の施設の位置を適

宜色分けし明示すること。 
(4) 特定事業を施工

する事務所の所在

地 

① 施工する事務所の所在地及び電話番号を記載すること。 
② 事務所を特定事業区域内に設置する場合は、その位置を「特定事業に供する

施設の設置計画図」に明示すること。 
③ 事務所を特定事業区域以外の場所に設置する場合は、その位置を位置図又は

周辺見取図に明示し、特定事業区域と事務所の距離及び片道の所要時間を記

載すること。 

(5) 特定事業の施工

を管理する者の氏

名 

① 申請者が個人である場合は、申請者本人を施工を管理する者とし、法人の場

合は、施工を管理する者の法人内の所属、職氏名等を記載すること。 
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記 載 事 項 記 載 要 領

(6) 特定事業区域内 ① 表土の「検査試料採取地点位置図」及び「現場写真」並びに表土の「検査
の表土の汚染状況 試料採取調書」（規則様式第２０号）及び当該「検査結果を証明する書面」
についての検査結 （環境計量士が発行したものに限る。）を添付すること。
果 ア 表土の「検査試料採取地点位置図」は縮尺 1/500 程度の平面図に特定事

業区域を明示し、試料の採取地点を図示すること。
イ 「現場写真」は土壌検査の試料の採取状況の写真とすること。

検査試料採取調書 ウ 表土の「検査試料採取調書」は実際に検査試料を採取した者（法人の場
（様式Ｐ５－１７） 合、代表者でなくても可）が作成し、複数の区域で検査を行った場合は、

（記載例Ｐ３(2)－３） 検査試料ごとに作成すること。
採取した試料の検査の結果を証明する書面に記載された発行番号等の欄

は、当該調書に係る試料の検査結果の証明書が識別できるように証明書等
の発行番号等を記載すること。
採取深度は、試料を採取した深さについて、cm単位で記載すること。

エ 「検査結果を証明する書面」は、１試料ごとに添付すること。なお、持
ち込みサンプルである等試料採取が計量証明を行う者の計量管理下にある
と認められない場合は、検査結果を証明する書面としない。

② 表土の検査は、特定事業区域の面積が１ヘクタールを超える場合は、１ヘ
クタール以内の区域に等分した区域ごとに行い、それぞれの区域ごとに検査
結果を証明する書面を添付すること。

③ 検査試料は、原則として申請する日前３か月以内に採取したものであるこ
と。

(7) 特定事業に使用 ① 埋立て等に供する区域外を採取場所とする土砂等の搬入予定量を記載する
される土砂等の量 こと。
使用土砂等予定量計 ② 実測の横断面図、縦断面図等により積算された「使用土砂等予定量計算書」
算書（様式：任意） （土量の変化率を考慮しない）を添付すること。
搬入計画等 ③ 許可申請書別紙の「特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採

（記載例Ｐ３(2)－２） 取場所からの土砂等の搬入予定量及び搬入計画」（以下、「搬入計画等」とい
う。）の合計と合致していること。

(8) 特定事業の施工 ① 特定事業を行う期間を記載すること。申請者が特定事業に係る土地の所有
期間 者でない場合は、当該土地についての使用権原を証する書類又は特定事業の

実施に係る同意書の期間との整合を図ること。
② 開始日については申請書提出から許可までの時間を十分見込んでおき、許
可日から直ちに事業を実施する場合は、開始日を「許可日から」とすること
も可。

(9)特定事業に使用 ① 申請書別紙「搬入計画等」に予定している採取場所ごとの搬入予定量と搬
される土砂等の採 入期間、搬入時間等の搬入計画を記載すること。（採取場所の一部が未定の
取場所ならびに当 場合は、判明しているものだけで可）
該採取場所からの ② 「土砂等の区分」は、「１－(1)」、「１－(2)」「２」の別を必ず記載のこ
土砂等の搬入予定 と。
量及び搬入計画 「土砂等の区分」

１ 砂、礫、砂礫、礫質土、通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準
ずるもの
(1) 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準と
なるべき事項を定める省令（平成３年建設省令第１９号）別表第１に規
定する第１種建設発生土、第２種建設発生土及び第３種建設発生土

(2) その他
２ その他

③ 備考欄には搬入業者等を記載すること。
④ 土砂等の発生場所ごとの現場から当該申請地までの土砂等の搬入経路を記
載した「搬入経路図」を添付すること。



３－ 4

記 載 事 項 記 載 要 領

(10)特定事業区域内 ① 「浸透水を採取するための施設計画図」（縮尺 1/500 程度）を作成し、特
の浸透水を採取す 定事業区域、採取する施設の構造、採取位置及び採取方法を記載すること。
るための措置（特
定事業の性質上当
該措置を講ずるこ
とが困難であると
知事が認める場合
を除く。）

(11)その他規則で定 規則第３９条第１項に規定する許可申請書の添付書類
める事項

３ 添付書類（規則第３９条第１項）関係

添 付 書 類 記 載 要 領

(1) 申請者の住民票 特定事業許可申請書の記載事項(1)の添付書類
の写し（法人にあ
っては登記事項証
明書）

(2) 特定事業区域の 「位置図」は特定事業区域に至るまでの道路、地勢等周辺の状況がわかる縮
位置図 尺 1/50,000程度の図面とし、特定事業区域の位置を明示すること。

(3) 特定事業区域及 「見取図」は特定事業区域周辺の住居や公共施設等の状況、進入路等がわか
びその付近の見取 る縮尺 1/2,500程度の図面とし、特定事業区域の形状を明示すること。
図

特定事業区域の ① 特定事業の施行前の現況及び完了時の状況がわかる縮尺 1/250 ～ 1/500 程
(4) 計画平面図 度の図面とし、全体計画と今回申請に係る計画を記載すること。
(5) 計画縦断図 ② 「平面図」には、特定事業区域がわかるよう色塗り等により明示し、土地
(6) 計画横断図 の地番界、地番、土地所有者名、特定事業区域の境界杭、測線、施設の説明

等必要な事項を記載すること。

(7) 特定事業区域内 原則として、申請する日前３か月以内に発行されたものを添付すること。
の土地の登記事項
証明書

(8) 特定事業に供す
る施設に係る土地
の登記事項証明書

(9) 特定事業区域内 ① 特定事業区域並びに地目、土地所有者及び面積を明示し、青線、赤線は色
の土地の公図の写し 塗り等により明示すること。
(10)特定事業に供す ② 謄写した法務局名、作成年月日、作成者名を記載すること。
る施設に係る土地
の公図の写し
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添 付 書 類 記 載 要 領

(11)土地の使用権原 ① 特定事業区域内の土地が、自らの所有でない場合にあっては、賃貸借契約
を証する書類 書等の当該「土地の使用権原を証する書類」（写しで可）及び「特定事業区

(12)特定事業区域内 域内土地使用同意書」（様式集様式第５号）を添付すること。（当該土地が自
土地使用同意書 己所有であっても所有権移転の仮登記や売買予約等で条件付き所有権移転等
（様式Ｐ５－３３） の登記がなされている場合は当該権利者からの「特定事業区域内土地使用同

(13)特定事業区域外 意書」が必要となる。）
（一時堆積事業） ② ①の場合、特定事業区域内土地使用同意書に押印した土地所有者の「印鑑
土地使用同意書 登録証明書」を添付すること。
（様式Ｐ３－１２） ③ 特定事業に供する施設に係る土地についても特定事業区域内の土地と同様

(14)印鑑登録証明書 とし、同意書は「特定事業区域外（一時堆積事業）土地使用同意書」（様式
第１号）を添付すること。（当該同意の対象となる土地が、①により同意さ
れている土地である場合は添付を要しない。）

④ 土地所有者が、登記事項証明書に記載された土地所有者と異なる場合は、
同意をした者が土地所有者であることを証する書面を添付すること。

⑤ 相続手続ができていない場合は、全ての権利者（代表者が選任されている
ときは代表者（代表者であることを証する書面の添付を要する。））の「特定
事業区域内土地使用同意書」等を添付すること。

⑥ 「土地の明細表」に同意の取得状況を整理すること。

(15)特定事業区域内 ① 特定事業区域内の土地について施工の妨げとなる地上権、賃借権等の権利
施工同意書 を有する者の同意書として、「特定事業区域内施工同意書」（様式集様式第７
（様式Ｐ５－３５） 号）を添付すること。書類に押印した権利者の印鑑登録証明書は不要。

② 「土地の明細表」に同意の取得状況を整理すること。

(16)表土の土壌検査 特定事業許可申請書の記載事項(6)の添付書類
関係書類 （「検査試料採取地点位置図」、「現場写真」、「検査試料採取調書」、「検査結

果を証明する書面」）

(17)土砂等の量を積 特定事業許可申請書の記載事項(７)の添付書類
算した計算書 (「使用土砂等予定量計算書」)

(18)特定事業の実施 ① 農地法や国有財産法など、特定事業を実施するに当たって必要な許認可に
に関し必要な関係 ついて当該許認可等の許可書等又は申請書の写し（受付印があるなど申請済
法令等の許認可等 みであることが確認できるもの）を添付すること。
の許可書等の写し ② 「計画概要書」の「関係法令等の許認可等一覧表」（様式集様式第３の７

号）に許認可の状況を整理すること。
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添 付 書 類 記 載 要 領

(19) その他知事が
必要と認める書類

ア 特定事業計画概 ① 事業目的、事業（施設）の名称、土地利用状況及び計画、全体計画との関
要書 係、完了後の施設の管理方針等を記載した「特定事業計画概要書」(様式集
（様式Ｐ３－１４） 様式第３の１号)を作成すること。

② 「特定事業計画概要書」には、別紙として
ａ「施工計画書」 （様式集様式第３の３号。Ｐ３－１６）
ｂ「工程表」 （様式集様式第３の４号。Ｐ３－１７）
ｃ「特定事業に係る土地の明細表」 （様式集様式第３の５号。Ｐ３－１８）
ｄ「工事の経歴等及び資金計画書」 （様式集様式第３の６号。Ｐ３－１９）
ｅ「関係法令等の許認可等一覧表」 （様式集様式第３の７号。Ｐ３－２０）

を添付すること。

ａ 施工計画書 ① 特定事業の現場責任者及び緊急時の連絡体制、使用する機械や資材、受け
(関係図面) 入れた土砂の管理方法、周辺の生活環境の保全対策、生活の安全対策等を記
（契約書等） 載した「施工計画書」を作成し、必要に応じ図面等を添付すること。

② 申請者と工事施工者が異なる場合は、工事施工に関する契約等の書類の写
しを添付すること。

ｂ 工程表 各工事の種別、段階ごとにバーチャートで記載すること。
備考欄に、定期的又は廃止時若しくは完了時の水質検査又は土壌検査の時期

を記載すること。

ｃ 特定事業に係 特定事業区域及び特定事業に供する施設に係る全ての土地について、登記事
る土地の明細表 項証明書、特定事業に係る同意書等から地目、現況、土地所有者、特定事業の

実施に必要な権原の取得状況等について一覧表を作成すること。

d 工事の経歴等 ① 法人の設立年月日、資本金、事業税未納の有無、工事の経歴等記載し、法
及び資金計画書 人の定款及び前年度の法人事業税の納税証明書（完納証明が必要。個人の場

(定款) 合は前年度の個人事業税の納税証明書）を添付すること。
(納税証明書) ② 特定事業の施工に必要な経費及び資金の調達方法について記載する。特定
(残高証明書) 事業の施工までに必要な経費は、自己資金又は借入金で調達するものとし、
(融資証明書) 残高証明書又は融資証明書について必要なものを添付すること。

e 関係法令等の ① 特定事業の施行に関し必要な関係法令等の許認可等の一覧を作成するこ
許認可等一覧表 と。

イ 特定事業の許可 申請者、申請者の使用人、申請者が法人である場合の役員等について、「特
申請に係る申告書 定事業の許可申請に対する処分に係る審査基準」（Ｐ５－３９）第３－Ⅰ－４

に規定する、申請者の欠格事由に該当しないか申告書（様式集様式第４号）を
作成すること。

ウ 特定事業区域の 計画地の全景、周辺の状況がわかる写真を添付し見取図等に撮影位置を記載
写真 すること。

エ その他

特定事業許可申請の必要書類一覧表（略 Ｐ１－４に記載）
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Ⅲ 一時堆積事業許可申請書記載要領について 

１ 目次 

申請に当たっては、一時堆積事業許可申請書及び添付書類についての目次を作成すること。目次

は原則として、許可申請に必要な書類（一時堆積事業）（Ｐ１－５）の順で作成すること。 

２ 一時堆積事業許可申請書（規則様式第２１号）関係（様式Ｐ５－１８、記載例Ｐ３（２）－４） 

記 載 事 項  記 載 要 領 

(1) 氏名（法人にあ

っては、名称及び

その代表者の氏

名）及び住所 

① 特定事業を行おうとする者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏

名）及び住所を正確に記載し、「住民票の写し」（法人にあっては、「登記事

項証明書」）添付すること。 

②「住民票の写し」（法人にあっては、「登記事項証明書」）は、原則として申

請する日前３か月以内に発行されたものであること。 

③法人の支店長等が申請代理人となる場合は、法人の住所、名称、代表者名を

記載した下に、支店等の住所、支店等の代表者の職氏名を記載し、支店長等

が「申請代理人になり得ることを示す書類」を添付すること。 

④申請者が未成年の場合には、その法定代理人の氏名及び住所を記載し、「住

民票の写し」を添付すること。 

(2) 特定事業区域の

所在地及び面積 

 
計画概要書 
（様式Ｐ３－１５） 
土地の明細表 
（様式Ｐ３－１８） 

① 特定事業区域の所在地は、代表地番及びほか○○筆と記載すること。 

② 特定事業区域及び特定事業に供する施設に係る全ての土地について、「特定

事業計画概要書」（様式集様式第３の１号。以下、「計画概要書」という。）

の「特定事業に係る土地の明細表」（様式集様式第３の５号。以下、「土地の

明細表」という。）に所在地、地目、土地所有者等必要事項を整理するこ

と。 

③ 特定事業区域の面積を平方メートル単位で記載し、実測の面積求積図など算

定根拠となる図書を添付すること。 

④ 「面積求積図」（縮尺 1/1,000 程度）には、特定事業区域、地番界、地番等

を記載し、土地利用計画区分ごとに適宜色分けし明示すること。 

(3) 特定事業に供す

る施設の設置計画 

① 「特定事業に供する施設の設置計画図」（縮尺 1/500 程度）を作成し、特定

事業区域、土砂等の搬入路、排水溝、現場事務所、標識等の施設の位置を適

宜色分けし明示すること。 

(4) 特定事業を施工

する事務所の所在

地 

① 管理する事務所の所在地及び電話番号を記載すること。 

② 事務所を特定事業区域内に設置する場合は、その位置を「特定事業に供する

施設の設置計画図」に明示すること。 

③ 事務所を特定事業区域以外の場所に設置する場合は、その位置を位置図又は

周辺見取図に明示し、特定事業区域と事務所の距離及び片道の所要時間を記

載すること。 

(5) 特定事業の施工

を管理する者の氏

名 

① 申請者が個人である場合は、申請者本人を施工を管理する者とし、法人の場

合は、施工を管理する者の法人内の所属、職氏名等を記載すること。 
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記 載 事 項 記 載 要 領

(6) 特定事業区域内 【表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造でない場合】
の表土の汚染状況 ① 表土の「検査試料採取地点位置図」及び「現場写真」並びに表土の「検査
についての検査結 試料採取調書」（規則様式第２０号）及び当該「検査結果を証明する書面」
果（当該表土と特 （環境計量士が発行したものに限る。）を添付すること
定事業に使用され ア 表土の「検査試料採取地点位置図」は縮尺 1/500 程度の平面図に特定事
る土砂等が遮断さ 業区域を明示し、試料の採取地点を図示すること。
れる構造である場 イ 「現場写真」は土壌検査の試料の採取状況の写真とすること。
合にあっては、そ ウ 表土の「検査試料採取調書」は実際に検査試料を採取した者（法人の場
の構造） 合、代表者でなくても可）が作成し、複数の区域で検査を行った場合は、

検査試料ごとに作成すること。
検査試料採取調書 採取した試料の検査の結果を証明する書面に記載された発行番号等の欄
（様式Ｐ５－１７） は、当該調書に係る試料の検査結果の証明書が識別できるように証明書等

（記載例Ｐ３(2)－３） の発行番号等を記載すること。
採取深度は、試料を採取した深さについて、cm単位で記載すること。

エ 「検査結果を証明する書面」は、１試料ごとに添付すること。なお、持
ち込みサンプルである等試料採取が計量証明を行う者の計量管理下にある
と認められない場合は、検査結果を証明する書面としない。

② 表土の検査は、特定事業区域の面積が１ヘクタールを超える場合は、１ヘ
クタール以内の区域に等分した区域ごとに行い、それぞれの区域ごとに検査
結果を証明する書面を添付すること。

③ 検査試料は、原則として申請する日前３か月以内に採取したものであるこ
と。【表土と特定事業に使用される土砂等が遮断される構造である場合】

④ 1/250 ～ 1/500 程度の構造がわかる「遮断構造に関する図面」を作成し、
遮断物の材質も明記すること。

(7) 一時堆積事業に ① 年間及び１日平均の土砂等の搬入及び搬出の予定量を記載すること。
使用される土砂等 ② 「一時堆積事業の使用土砂等の搬入計画書」（様式集様式第２号）に記載
の搬入予定量及び された予定量の合計と一致すること。
搬出予定量 ③ 搬入経路図を添付すること。
（様式Ｐ３－１３）

(8) 一時堆積事業の ① 特定事業を行う期間を記載すること。申請者が特定事業に係る土地の所有
施工期間 者でない場合は、当該土地についての使用権原を証する書類又は特定事業の

実施に係る同意書の期間との整合を図ること。
② 開始日については申請書提出から許可までの時間を十分見込んでおき、許
可日から直ちに事業を実施する場合は、開始日を「許可日から」とすること
も可。

(9)特定事業区域内 ① 「浸透水を採取するための施設計画図」（縮尺 1/500 程度）を作成し、特
の浸透水を採取す 定事業区域、採取する施設の構造、採取位置及び採取方法を記載すること。
るための措置

(10)その他規則で定 規則第３９条第３項に規定する許可申請書の添付書類
める事項
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３ 添付書類（規則第３９条第３項）関係

添 付 書 類 記 載 要 領

(1) 申請者の住民票 一時堆積事業許可申請書の記載事項(1)の添付書類
の写し（法人は登
記事項証明書）

(2) 特定事業区域の 「位置図」は特定事業区域に至るまでの道路、地勢等周辺の状況がわかる縮
位置図 尺 1/50,000程度の図面とし、特定事業区域の位置を明示すること。

(3) 特定事業区域及 「見取図」は特定事業区域周辺の住居や公共施設等の状況、進入路等がわか
びその付近の見取 る縮尺 1/2,500程度の図面とし、特定事業区域の形状を明示すること。
図

(4) 特定事業区域内 原則として、申請する日前３か月以内に発行されたものを添付すること。
の土地の登記事項
証明書

(5) 特定事業に供す
る施設に係る土地
の登記事項証明書

(6) 特定事業区域内 ① 特定事業区域並びに地目、土地所有者及び面積を明示し、青線、赤線は色
の土地の公図の写し 塗り等により明示すること。
(7) 特定事業に供す ② 謄写した法務局名、作成年月日、作成者名を記載すること。
る施設に係る土地
の公図の写し

(8)土地の使用権原 ① 特定事業区域内の土地が、自らの所有でない場合にあっては、賃貸借契約
を証する書類 書等の当該「土地の使用権原を証する書類」（写しで可）及び「特定事業（一
(9)特定事業（一時 時堆積事業）区域内土地使用同意書」（様式集様式第６号）を添付すること。
堆積事業）区域内 （当該土地が自己所有であっても所有権移転の仮登記や売買予約等で条件付
土地使用同意書 き所有権移転等の登記がなされている場合は当該権利者からの「特定事業（一
（様式Ｐ５－３４） 時堆積事業）区域内土地使用同意書」が必要となる。）

② ①の場合、特定事業区域内（一時堆積事業）土地使用同意書に押印した土
地所有者の「印鑑登録証明書」を添付すること。

(10)特定事業（一時 ③ 特定事業に供する施設に係る土地についても特定事業区域内の土地と同様
堆積事業）区域外 とし、同意書は「特定事業区域外（一時堆積事業）土地使用同意書」（様式
土地使用同意書 第１号）を添付すること。（当該同意の対象となる土地が、①により同意さ
（様式Ｐ３－１２） れている土地である場合は添付を要しない。）

(11)印鑑登録証明書 ④ 土地所有者が、登記事項証明書に記載された土地所有者と異なる場合は、
同意をした者が土地所有者であることを証する書面を添付すること。

⑤ 相続手続ができていない場合は、全ての権利者（代表者が選任されている
ときは代表者（代表者であることを証する書面の添付を要する。））の「特定
事業区域内土地使用同意書」等を添付すること。

⑥ 「土地の明細表」に同意の取得状況を整理すること。

(12)特定事業区域内 ① 特定事業区域内の土地について施工の妨げとなる地上権、賃借権等の権利
施工同意書 を有する者の同意書として、「特定事業区域内施工同意書」（様式集様式第７
（様式Ｐ５－３５） 号）を添付すること。書類に押印した権利者の印鑑登録証明書は不要

② 「土地の明細表」に同意の取得状況を整理すること。

(13)表土の土壌検査 【特定事業区域内の表土と使用される土砂等が遮断される構造でない場合】
関係書類 一時堆積事業許可申請書の記載事項(6)の添付書類

（「検査試料採取地点位置図」、「現場写真」、「検査試料採取調書」、「検査結
果を証明する書面」）
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添 付 書 類 記 載 要 領

(14)遮断構造に関す 【特定事業区域内の表土と使用される土砂等が遮断される構造である場合】
る図面 一時堆積事業許可申請書の記載事項(6)の添付書類

(15)計画平面図 【特定事業場の土砂等の堆積が最大となった場合のもの】
(16)計画断面図 ① 土砂等の堆積が最大となったときの 1/250～ 1/500程度の「計画平面図」、

「計画断面図」を作成し、特定事業区域を色塗り等により明示すること。図
面は特定事業の施工前の形状及び完了時の状況が確認できるものであるこ
と。

(17)特定事業の実施 ① 農地法や国有財産法など、特定事業を実施するに当たって必要な許認可に
に関し必要な関係 ついて当該許認可等の許可書等又は申請書の写し（受付印があるなど申請済
法令等の許認可等 みであることが確認できるもの）を添付すること。
の許可書等（申請 ② 「計画概要書」の「関係法令等の許認可等一覧表」（様式集様式第３の７
書）の写し 号）に許認可の状況を整理すること。

(18) その他知事が
必要と認める書類

ア 一時堆積事業計 ① 施設の名称、土地の現況、土砂等について採取場所ごとに区分するための
画概要書 措置等を記載した「一時堆積事業計画概要書」（様式集様式第３の２号）を
（様式Ｐ３－１５） 作成すること。

② 「一時堆積事業計画概要書」には別紙として
ａ「施工計画書」 （様式集様式第３の３号。Ｐ３－１６）
ｂ「工程表」 （様式集様式第３の４号。Ｐ３－１７）
ｃ「特定事業に係る土地の明細表」 （様式集様式第３の５号。Ｐ３－１８）
ｄ「工事の経歴等及び資金計画書」 （様式集様式第３の６号。Ｐ３－１９）
ｅ「関係法令等の許認可等一覧表」 （様式集様式第３の７号。Ｐ３－２０）

を添付すること。

ａ 施工計画書 ① 特定事業の現場責任者及び緊急時の連絡体制、使用する機械や資材、受け
(関係図面) 入れた土砂の管理方法、周辺の生活環境の保全対策、生活の安全対策等を記
（契約書等） 載した「施工計画書」を作成し、必要に応じ図面等を添付すること。

② 申請者と工事施工者が異なる場合は、工事施工に関する契約等の書類の写
しを添付すること。

ｂ 工程表 各工事の種別、段階ごとにバーチャートで記載すること。
備考欄に、定期的又は廃止時若しくは完了時の水質検査又は土壌検査の時期

を記載すること。

ｃ 特定事業に係 特定事業区域及び特定事業に供する施設に係る全ての土地について、登記事
る土地の明細表 項証明書、特定事業に係る同意書等から地目、現況、土地所有者、特定事業の

実施に必要な権原の取得状況等について一覧表を作成すること。

ｄ 工事の経歴等 ① 法人の設立年月日、資本金、事業税未納の有無、工事の経歴等記載し、法
及び資金計画書 人の定款及び前年度の法人事業税の納税証明書（完納証明が必要。個人の場

(定款) 合は前年度の個人事業税の納税証明書）を添付すること。
(納税証明書) ② 特定事業の施工に必要な経費及び資金の調達方法について記載する。特定
(残高証明書) 事業の施工までに必要な経費は、自己資金又は借入金で調達するものとし、
(融資証明書) 残高証明書又は融資証明書について必要なものを添付すること。

ｅ 関係法令等の ① 特定事業の施工に関し必要な関係法令等の許認可等の一覧を作成するこ
許認可等一覧表 と。
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添 付 書 類 記 載 要 領

イ 特定事業の許 申請者、申請者の使用人、申請者が法人である場合の役員等について、「特
可申請に係る申 定事業の許可申請に対する処分に係る審査基準」（Ｐ５－３９）第３－Ⅰ－４
告書 に規定する、申請者の欠格要件に該当しないか申告書（様式集様式第４号）を

作成すること。

ウ 特定事業区域の 計画地の全景、周辺の状況がわかる写真を添付し見取図等に撮影位置を記載
写真 すること。

エ その他

一時堆積事業許可申請の必要書類一覧表（略 Ｐ１－５に記載）
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（様 式）

様式第１号

特定事業（一時堆積事業）区域外土地使用同意書

年 月 日

住所

権利者

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

印

（特定事業許可申請者） に対し、次のとおり、特定事業に供する施設として土地を使

用することについて同意します。

なお、特定事業許可申請者から、 年 月 日に特定事業の説明を受けその内容を確認しま

した。

１ 特定事業者の氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）及び住所

２ 特定事業区域の所在地

３ 土地の使用に同意する期間 年 月 日から 年 月 日

４ 土地の一覧

所在及び地番 地 目 公簿面積 権利の種類 使用目的 備 考

計

注１ 土地の使用に同意する期間が一筆ごとに異なる場合は、備考欄に同意の期間を記載すること。

２ 「権利の種類」欄には、所有権、地上権、賃借権その他行為の妨げとなる権利を記載すること。

３ 共有の場合には、その旨を記載すること。
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様式第２号

一時堆積事業の使用土砂等の搬入計画書

搬 入 計 画 等 搬 出 計 画 等

土砂等の発生場所

発生元事業者名 予定量 日平均 搬入土砂 予定量 日平均 備 考
搬入期間 搬入時間 搬出先特定事業等

m3 量 m3 等の区分 m3 量 m3

～ ～

計

注 搬入土砂等の区分の欄には、建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用の関する判断の基準となるべき事項を定める省令別表第１の区分を記載すること。
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様式第３の１号

特定事業計画概要書

申 請 者 設 計 者

(担当者) (担当者)

電話 電話

開発目的 事業(施

(跡地利用) 設)の名称

所 在 地 特定事業区域 面 積 （開発区域 m2 ）
特定事業区域 m2

管理する事務所

土 量 m3 事業期間

（全体計画 m3）
１日当たり最大 m3 （全体計画は 年 月まで）

現 状 況 森林(m2) 農地(m2) 計 (m2)
土地 在

利用 事業区域

状況

及び 施 状 況 店舗(m2) 駐車場(m2) 計 (m2)
計画 工

後 事業区域

全体計画との関係

当期計画が全体

計画でない場合

周辺の公共施設(学

校、公園、道路等)、

家屋、農地等の状況

道路及び河川管理者

等との協議

隣接地及びその境界

を保全するための措

置

廃棄物の不法投棄等

の防止対策

完了後の施設の管理

者及び管理方針

そ の 他
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様式第３の２号

一時堆積事業計画概要書

申 請 者 設 計 者

(担当) (担当)

電話 電話

施設の名称 面 積 事業区域 m2

事業期間 ～

土 地 の 現 況 森林(m2) 農地(m2) 計 (m2)

特定事業区域

周辺の公共施設(学

校、公園、道路 等)、

家屋、農地等の状況

道路及び河川管理者

等との協議

隣接地及びその境界

を保全するための措

置

廃棄物の不法投棄等

の防止対策

特定事業に使用され

る土砂等について、

採取場所ごとに区分

するための措置

そ の 他
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様式第３の３号

別紙「施工計画書」

住 所

施 工 業 者 氏名又は名称 電話番号

現場責任者

使用する機械及び

使 用 す る 資 材

緊急時の連絡体制

受 け 入 れ 土 砂

の 管 理 方 法

準 備 工

施

行 搬 入 路 の

方 新設・改良

法

・ 埋立て等の

施 施 行 方 法

設

の

維 浸透水を採取

持 するための施設

管

理 そ の 他

方

法

周 辺 の 生 活 環

境 の 保 全 対 策

生活の安全対策

交 通 安 全 対 策

そ の 他
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様式第３の４号

別紙「工程表」
（変更前－黒書 変更後－赤書）

１年目 ２年目 ３年目

工 種 数 量 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12

備 考
定期的又は廃止時若しくは完了時

の水質検査又は土壌検査の時期
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様式第３の５号

別紙「特定事業に係る土地の明細表」
NO

所 在 地 使 用 面積（m2） 土地所有者の 同意の 妨げとなる権利の種類 同意の
地 目 現 況 備 考

NO 市町村・大字・字 地 番 目 的 (登記) 登 記 実 測 住所及び氏名 取 得 権利者の住所・氏名 取 得

【特定事業区域内の土地】

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

有・無 有・無

計 筆

【特定事業に供する施設に係る土地】

有・無 有・無

有・無 有・無

計 筆

合計 筆
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様式第３の６号

別紙「工事の経歴等及び資金計画書」

住所
申請者

氏名

１ 工事の経歴等 （ 年 月 日現在）

法 人 設 立 年 月 日 年 月 日 資 本 金

事業税の未納について 未納が 有 ・ 無 従 業 員 数

主たる取引金融機関 法 令 に よ る 登 録 等

土砂等の埋立て等に係る工事の経歴

法令等の許認可等の施 工 箇 所 施 工 者 面 積 土 量 着工及び完了の年月
(m2) (m3) 年 月 日 及 び 番 号

年 月 日 年 月着工
第 号 年 月完了

年 月 日 年 月着工
第 号 年 月完了

年 月 日 年 月着工
第 号 年 月完了

注１ 法令等による登録等の欄には建設業法第３条の許可を得ていること等について記載すること。
２ 土砂等の埋立て等に係る工事の経歴の欄には、行政庁の許可を受けて実施したものについてその経歴
を記載すること。

３ 定款及び前年度に係る法人事業税の納税証明書（個人の場合は、前年に係る個人事業税の納税証明書)
を添付すること。

２ 資金計画

区分 項 目 金 額（千円） 備 考

自 己 資 金
収

借 入 金

そ の 他 （ ）
入

計

用 地 費

埋立て等の施工までに必要な
準備経費（間接経費含む。）

支
進 入 路 開 設 ・ 改 良

防 災 施 設

その他（ ）

埋立て等に必要な経費
出 （間接経費含む。）

計

注１ 埋立て等に必要な経費は、盛土、排水施設の設置、のり面保護、撤去その他の工事に必要な経費及び
これらに係る間接費の合計（準備経費を除く。）を記載すること。

２ 土砂等の埋立て等に必要な経費を自己資金で調達する場合は、金融機関が発行する預金残高証明書を
借入金で調達する場合は、金融機関が融資することを証する書類を添付すること。
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様式第３の７号
別紙「関係法令等の許認可等一覧表」

法 令 等 の 名 称 必要な手続きの状況

都市計画法

宅地造成及び特定盛土等規制法

徳島県風致地区内における建築等の規制に関する条例

農地法

農業振興地域の整備に関する法律

土地改良法

森林法

自然環境保全法

徳島県自然環境保全条例

自然公園法

徳島県立自然公園条例

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

河川法

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

建築基準法

砂防法

地すべり等防止法

鳥獣保護及び狩猟に関する法律

文化財保護法

徳島県文化財保護条例

国有財産法

道路法

海岸法

漁港法

港湾法

採石法

砂利採取法

瀬戸内海環境保全特別措置法

徳島県環境影響評価条例（環境アセスメント）

徳島県生活環境保全条例

市町村条例（ ）

土壌汚染対策法
その他（ ）

注１ 許認可等の必要な法令等は左の欄に○を入れること。
２ 手続きの状況を記載し許認可等を受けている場合は、年月日、番号、期間を記載する。
３ 他法令の許認可を受けていない場合は、その理由又は経過書を添付すること
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様式第４号（参考様式）
特定事業許可申請に係る申告書

年 月 日

徳島県知事 殿

住所又は所在地
申請者

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者）

生年月日（個人の場合） 年 月 日生

特定事業許可申請に際し、申請者の欠格事由について以下のとおり申告いたします。
また、当方の個人情報を関係機関へ提供し、申告内容について照会を行うことを併せて同意します。
なお、この内容について、変更が必要となるに至ったときは、速やかに申し立てます。

いずれかに○印をしてください。なお、虚偽の申告をした場合は、徳島県生活環境保全条例（以下「条
例」という。）第７６条第２号の規定により、許可を取消すことがありますので、承知してください。

法 定 親 子
事 項 役員等 使用人

申請者 代理人 会社等
役員等、法定代理人、使用人及び親子会社等の欄は、該当者が 該 当 該 当 該 当 該 当

いる場合、該当に○印をし、以下について申告してください。 非該当 非該当 非該当 非該当
① 条例第６０条第２項若しくは第３項又は第７６条の規定 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
により命令を受け、必要な措置を完了していない者 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

② 条例第７６条の規定により許可を取り消され、その取消 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
しの日から３年を経過しない者（当該許可を取り消された 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当
者が法人である場合においては、当該取消しの処分に係る
徳島県行政手続条例第１５条の規定による通知があった日
前６０日以内に当該法人の役員であった者で当該取消しの
日から３年を経過しないものを含む。）。ただし、申請者が
条例第７６条第７号の規定に該当することにより当該許可
を取り消された者である場合は、この限りでない。

③ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
３年法律第７７号。第３１条第７項を除く。）の規定に違反 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当
し、又は刑法（明治４０年法律第４５号）第２０４条、第
２０６条、第２０８条、第２０８条の３、第２２２条若し
くは第２４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律
（大正１５年法律第６０号）の罪を犯し、罰金の刑に処せ
られ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな
った日から５年を経過しない者

⑤ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当
力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者

⑥ 土砂等の埋立て等を行うに際し、廃棄物の処理及び清掃 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
に関する法律第１６条の規定（投棄禁止）に違反し、同法 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当
の許可を取り消され、その取消しの日から３年を経過しな
い者

⑦ 条例第７６条の規定により特定事業の停止を命じられ、 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
その停止の期間が経過しない者 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

⑧ 土砂等の埋立て等に関係する法令等の規定に基づく行政 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
庁の命令に違反している者（ただし、①及び⑦を除く。） 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当

⑨ 土砂等の埋立て等に関係する法令等に係る違反を繰り返 該 当 該 当 該 当 該 当 該 当
し、行政庁の行政指導が累積しており、生活環境の保全又 非該当 非該当 非該当 非該当 非該当
は住民の生活の安全の確保上の支障が生じ、又は生ずるお
それがあると認められる状態のまま放置している者

備考
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別紙 （役員等一覧表）

(フ リ ガ ナ)
商 号 又 は 名 称 役 職 氏 名 生 年 月 日 住 所

年 月 日

（親子会社一覧表）

商 号 又 は 名 称 代 表 取 締 役 等 所 在 地
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（参考様式１）

土壌検査結果証明書

年 月 日

殿

発 行 番 号

登録事業番号

分析機関名

代 表 者 印

所 在 地

電 話 番 号

計量証明事業者の登録番号

環境計量士 印

年 月 日に依頼のあった検体について、平成 3年環境庁告示第 46号付表に定める方法に
より検液を作成し、計量した結果を下記のとおり証明します。（検体区分・番号 ）

定 量
計 量 の 対 象 測定値 基準値 測 定 方 法

単 位 下限値

カドミウム mg/l 0.003
全シアン mg/l 不検出

有機燐 mg/l 不検出

鉛 mg/l 0.01
六価クロム mg/l 0.05
砒素 mg/l 0.01
総水銀 mg/l 0.0005
アルキル水銀 mg/l 不検出

PCB mg/l 不検出

ジクロロメタン mg/l 0.02
四塩化炭素 mg/l 0.002
クロロエチレン mg/l 0.002
1，2―ジクロロエタン mg/l 0.004
1，1―ジクロロエチレン mg/l 0.1
1，2―ジクロロエチレン mg/l 0.04
1，1，1―トリクロロエタン mg/l 1
1，1，2―トリクロロエタン mg/l 0.006
トリクロロエチレン mg/l 0.01
テトラクロロエチレン mg/l 0.01
1，3―ジクロロプロペン mg/l 0.002
チウラム mg/l 0.006
シマジン mg/l 0.003
チオベンカルブ mg/l 0.02
ベンゼン mg/l 0.01
セレン mg/l 0.01
弗素 mg/l 0.8
ほう素 mg/l 1
1，4―ジオキサン mg/l 0.05

農 用 地 砒素 mg/kg 15
(田に限る。) 銅 mg/kg 125

検体の性状（記入は任意） pH 形状 色 匂い

備 考 発生場所： 工事名：

発生事業者：

計量証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合の当該工程を実施した事業者の氏名又は名称及び事業者

の所在地：
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（参考様式２）

水質検査結果証明書

年 月 日

殿

発 行 番 号

登録事業番号

分析機関名

代 表 者 印

所 在 地

電 話 番 号

計量証明事業者の登録番号

環境計量士 印

年 月 日に依頼のあった検体について、平成 3年環境庁告示第 46号付表に定める方法に
よりろ過して検液を作成し、計量した結果を下記のとおり証明します。（検体区分 ）

定 量
計 量 の 対 象 測定値 基準値 測 定 方 法

単 位 下限値

カドミウム mg/l 0.003
全シアン mg/l 不検出

有機燐 mg/l 不検出

鉛 mg/l 0.01
六価クロム mg/l 0.02
砒素 mg/l 0.01
総水銀 mg/l 0.0005
アルキル水銀 mg/l 不検出

PCB mg/l 不検出

ジクロロメタン mg/l 0.02
四塩化炭素 mg/l 0.002
クロロエチレン mg/l 0.002
1，2―ジクロロエタン mg/l 0.004
1，1―ジクロロエチレン mg/l 0.1
1，2―ジクロロエチレン mg/l 0.04
1，1，1―トリクロロエタン mg/l 1
1，1，2―トリクロロエタン mg/l 0.006
トリクロロエチレン mg/l 0.01
テトラクロロエチレン mg/l 0.01
1，3―ジクロロプロペン mg/l 0.002
チウラム mg/l 0.006
シマジン mg/l 0.003
チオベンカルブ mg/l 0.02
ベンゼン mg/l 0.01
セレン mg/l 0.01
弗素 mg/l 0.8
ほう素 mg/l 1
1，4―ジオキサン mg/l 0.05
農用地(田に限る。) 銅 mg/l 1

備 考 計量証明の事業の工程の一部を外部の者に行わせた場合の当該工程を実施した事業者の氏名又は名称及び事業者

の所在地：
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特定事業許可申請の必要書類一覧表

（条：生活環境保全条例、規：同条例施行規則）
事 項 備 考

１ 目次 １
２ 特定事業許可申請書 (規則様式第１９号) ※(1)から(10)は申請書の必要記載事項 規 39-1 ２
（徳島県収入証紙） 条 80 ３
(1) 氏名(法人にあっては、名称及びその代表者の氏名)及び住所 条 63-1-1
① 申請者の住民票の写し（法人は登記事項証明書） 規 39-1-1 ４
③ 申請代理人になり得ることを示す書類（代理人が申請する場合） 規 39-1-9 ５
④ 法定代理人の住民票の写し（申請者が未成年の場合） 規 39-1-9 ６
(2) 特定事業区域の所在地及び面積 条 63-1-2
③ 面積求積図 規 39-1-9 ７
(3) 特定事業に供する施設の設置計画 条 63-1-3
① 特定事業に供する施設の設置計画図 ８
(4) 特定事業を施工する事務所の所在地 条 63-1-4
(5) 特定事業の施工を管理する者の氏名 条 63-1-5
(6) 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査結果 条 63-1-6
① 表土の土壌検査関係書類 （検査試料採取地点位置図） 規 39-1-7 ９

（現場写真）
（検査試料採取調書）
（検査結果を証明する書面）

(7) 特定事業に使用される土砂等の量 条 63-1-7
② 使用土砂等予定量計算書 規 39-1-8 10
(8) 特定事業の施工期間 条 63-1-8
(9) 特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの土砂等の搬入予 条 63-1-9
定量及び搬入計画
① 搬入計画等（特定事業許可申請書別紙） 11
④ 搬入経路図 規 39-1-9 12
(10) 特定事業区域内の浸透水を採取するための措置 条 63-1-10
① 浸透水を採取するための施設計画図 13
(11) その他規則で定める事項 条 63-1-11

３ 許可申請書の添付書類 規 39-1
(2) 特定事業区域の位置図 規 39-1-2 14
(3) 特定事業区域及びその付近の見取図 規 39-1-2 15
(4) 特定事業区域の計画平面図 規 39-1-3 16
(5) 特定事業区域の計画縦断図 規 39-1-3 17
(6) 特定事業区域の計画横断図 規 39-1-3 18
(7) 特定事業区域内の土地の登記事項証明書 規 39-1-4 19
(8) 特定事業に供する施設に係る土地の登記事項証明書 規 39-1-9 20
(9) 特定事業区域内の土地の公図の写し 規 39-1-4 21
(10) 特定事業に供する施設に係る土地の公図の写し 規 39-1-9 22
(11) 土地の使用権原を証する書類 規 39-1-5 23
(12) 特定事業区域内土地使用同意書 規 39-1-5 24
(13) 特定事業（一時堆積事業）区域外土地使用同意書 規 39-1-9 25
(14) 土地所有者の印鑑登録証明書 規 39-1-9 26
(15) 特定事業区域内施工同意書 規 39-1-6 27
(18) 関係法令等の許認可等の許可書等（申請書）の写し 規 39-1-9 28
(19) その他知事が必要と認める書類 規 39-1-9

ア 事業計画概要書（施工計画書、工程表、特定事業に係る土地の明細表、工事の 29
経歴等及び資金計画書、関係法令等の許認可等一覧表、納税
証明書、融資証明書、残高証明書等）

イ 特定事業許可申請に係る申告書 30
ウ 特定事業区域の写真 31
エ その他 32

↑ ↑
第３部Ｐ３－２記載要領の番号に対応 インデックス番号
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一時堆積事業許可申請の必要書類一覧表

（条：生活環境保全条例、規：同条例施行規則）
事 項 備 考

１ 目次 １
２ 一時堆積事業許可申請書 (規則様式第２１号) ※(1)から(9)は申請書の必要記載事項 規 39-2 ２
（徳島県収入証紙） 条 80 ３
(1) 氏名(法人にあっては、名称及びその代表者の氏名)及び住所 条 63-2-1
① 申請者の住民票の写し（法人は登記事項証明書） 規 39-3-1 ４
③ 申請代理人になり得ることを示す書類（代理人が申請する場合） 規 39-3-5 ５
④ 法定代理人の住民票の写し（申請者が未成年の場合） 規 39-3-5 ６
(2) 特定事業区域の所在地及び面積 条 63-2-1
③ 面積求積図 規 39-3-5 ７
(3) 特定事業に供する施設の設置計画 条 63-2-1
① 特定事業に供する施設の設置計画図 ８
(4) 特定事業を施工する事務所の所在地 条 63-2-1

(5) 特定事業の施工を管理する者の氏名 条 63-2-1
(6) 特定事業区域内の表土の汚染状況についての検査結果（当該表土と特定事業に使用 条 63-2-3
される土砂等が遮断される構造である場合にあっては、その構造）
① 表土の土壌検査関係書類 （検査試料採取地点位置図） 規 39-3-3 ９

（現場写真）
（検査試料採取調書）
（検査結果を証明する書面）

④ 遮断構造に関する図面 規 39-3-2 10
(7) 一時堆積事業に使用される土砂等の搬入予定量及び搬出予定量 条 63-2-4
② 一時堆積事業の使用土砂等の搬入計画書 規 39-3-5 11
③ 搬入経路図 規 39-3-5 12
(8) 一時堆積事業の施工期間 条 63-2-1
(9) 特定事業区域内の浸透水を採取するための措置 条 63-2-2
① 浸透水を採取するための施設計画図 13
(10) その他規則で定める事項 条 63-2-5

３ 許可申請書の添付書類 規 39-3
(2) 特定事業区域の位置図 規 39-3-1 14
(3) 特定事業区域及びその付近の見取図 規 39-3-1 15
(4) 特定事業区域内の土地の登記事項証明書 規 39-3-1 16
(5) 特定事業に供する施設に係る土地の登記事項証明書 規 39-3-5 17
(6) 特定事業区域内の土地の公図の写し 規 39-3-1 18
(7) 特定事業に供する施設に係る土地の公図の写し 規 39-3-5 19
(8) 土地の使用権原を証する書類 規 39-3-1 20
(9) 特定事業（一時堆積事業）区域内土地使用同意書 規 39-3-1 21
(10) 特定事業（一時堆積事業）区域外土地使用同意書 規 39-3-5 22
(11) 土地所有者の印鑑登録証明書 規 39-3-5 23
(12) 特定事業区域内施工同意書 規 39-3-1 24
(15) 特定事業区域の計画平面図 規 39-3-4 25
(16) 特定事業区域の計画断面図 規 39-3-4 26
(17) 関係法令等の許認可等の許可書等（申請書）の写し 規 39-3-5 27
(18) その他知事が必要と認める書類 規 39-3-5

ア 事業計画概要書（施工計画書、工程表、特定事業に係る土地の明細表、工事の 28
経歴等及び資金計画書、関係法令等の許認可等一覧表、納税
証明書、融資証明書、残高証明書等）

イ 特定事業許可申請に係る申告書 29
ウ 特定事業区域の写真 30
エ その他 31

↑ ↑
第３部Ｐ３－７記載要領の番号に対応 インデックス番号
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許可申請書等の記載例
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第２ 許可申請書等の記載例

（規則）様式第１９号 (第３９条関係 ) 記載例

(表 )

特定事業許可申請書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎
申請者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

徳島県生活環境保全条例第６２条第１項の規定により、特定事業の許可を

受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

特 定 事 業 区 所在地 面積
域 の 所 在 地 徳島市○○町 4，５００ m 2

及び面積 １００番ほか３筆
特定事業に供する施設の設置計
画 別添のとおり
特定事業を施工する事務所の所 徳島市○○町１１０番
在地 (電話番号) ０８８－○○○－△△△△
施工を管理する者の氏名

管理課長 徳島 次郎
特定事業区域内の表土の汚染状
況についての検査結果 別添のとおり
特定事業に使用される土砂等の 土砂等の量 １０，０００ m 3

量及びその施工期間 ○○年○○月○○日～
○○年○○月○○日

特定事業に使用される土砂等の
採取場所並びに当該採取場所か
らの土砂等の搬入予定量及び搬 別紙のとおり
入計画
特定事業区域内の浸透水を採取
するための措置（特定事業の性 別添図面のとおり
質上当該措置を講ずることが困
難である場合は、当該特定事業
の性質及び困難である理由）

備考
｢所在地」の欄には、特定事業区域の所在地を地番まで記載すること。
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(別紙 )

特定事業に使用される土砂等の採取場所並びに当該採取場所からの土砂等
の搬入予定量及び搬入計画

採 取場 所 ・ 発生 元 事 搬入計画等
業者名 予 定 量 最 大 日 量 搬入 搬入時間 搬入 備考

m 3 m 3 期間 土砂
等の
区分

A町A字A番外 . . 9:00～ 20台／日

A団 地 造 成 工 事 に 伴 6,000 120 ～ 17:00 1-(1) 10ｔダンプ

う掘削土砂 . . 日 曜 、 祭 Ｓ建設㈱

A建設（株） 日を除く が運搬

B町Ｂ字B番 . . 9:00～ 15台／日

県 道 B線 改 良 工 事 に 3,000 90 ～ 17:00 1-(1) 1 0ｔ ダ ン プ○

伴う掘削土砂 . . 日曜、祭 ○が運搬

（株）B土建 日を除く

C町Ｃ字C番 . . 9:00～ 10台／日

Cマンション建築 1,000 60 ～ 17:00 1-(1) 1 0ｔ ダ ン プ○

に 伴 う 基 礎 工事 の 掘 . . 日曜、祭 ○が運搬

削土砂 日を除く

（株）C組

～ ～

～ ～

～ ～

注１）備考欄には、運搬事業者、１日当たりのトラックの搬入台数等を記載するこ
と

注２）土砂等の区分を必ず記載すること

１－（１） 下記１のうち（１）に該当する土砂等
１－（２） 下記１のうち（１）に該当しない土砂等
２ 下記１に該当しない土砂等

１ 砂、礫、砂礫、礫質土、通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準ずるも
の
(1) 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべ
き事項を定める省令（平成３年建設省令第１９号）別表第１に規定する第１種
建設発生土、第２種建設発生土及び第３種建設発生土

(2) その他
２ その他
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（規則）様式第２０号(第３９条、第４３条、第４４条、第４９条関係) 記載例

検査試料採取調書

○○年○○月○○日

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社○○部○○課

採取者 課長 徳島 三郎

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

別添の土壌検査結果証明書 (水質検査結果証明書)の検査試料を次のとおり

採取しました。

採 取 し た 試 料

の 検 査 結 果 を

証 明 す る 書 面 Ａ－１３５７９

に 記 載 さ れ た

発効番号

検体区分

土砂等(表土・搬入・定期・廃止・完了)

浸透水(定期・廃止・完了)

採取年月日 ○○年○○月○○日

採取日の天候 晴れ

土 砂 等 の 採 取

の 場 合 に あ っ 表土・５ｃｍ～５０ｃｍ（表土の検査の場合）

て は 、 採 取 深

度 ５０ｃｍ （搬入する土砂等の検査の場合）

備考

試料採取は、計量証明を行う者の計量管理下で行うこと。
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（規則）様式第２１号 (第３９条関係 ) 記載例

(表 )

一時堆積事業許可申請書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎
申請者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

徳島県生活環境保全条例第６２条第１項の規定により、一時堆積事業の許

可を受けたいので、関係書類を添えて次のとおり申請します。

特 定 事 業 区 所在地 面積
域 の 所 在 地 徳島市○○町 ４，５００ m 2

及び面積 １００番ほか３筆

特 定 事 業 に 供 す る 施 設 の 設 置 別添のとおり
計画
特 定 事 業 を 施 工 す る 事 務 所 の 徳島市○○町１１０番
所在地 (電話番号) ０８８－○○○－△△△△
施工を管理する者の氏名

管理課長 徳島 次郎
特 定 事 業 区 域 内 の 表 土 の 汚 染
状況についての検査結果 別添のとおり
(表土と特定事業に使用される
土 砂 等 が 遮 断 さ れ る 構 造 で あ
る場合にあっては、その構造）

一 時 堆 積 事 業 に 使 用 さ れ る 土 搬入予定量 １０，０００ m 3

砂 等 の 搬 入 予 定 量 及 び 搬 出 予 （1日平均 ５０ m 3 ）
定量 搬出予定量 １０，０００ m 3

（1日平均 ５０ m 3 ）

一時堆積事業の施工期間 ○○年○○月○○日～
○○年○○月○○日

特 定 事 業 区 域 内 の 浸 透 水 を 採
取 す る た め の 措 置 別添図面のとおり

備考
｢所在地」の欄には、特定事業区域の所在地を地番まで記載すること。
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（規則）様式第２２号 (第４２条関係 ) 記載例

特定事業変更届出書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者
住所 徳島県徳島市◇◇町◇◇丁目◇◇番地

○○年○○月○○日付け徳島県指令○第○○○号で許可を受けた事項

について変更したので、徳島県生活環境保全条例第６８条の規定により、次

のとおり届け出ます。

変 更 し た 事 変更後 変更前
項の内容

主たる事務所 徳島県徳島市◇◇町 徳島県徳島市○○町
の所在地 ◇◇丁目◇◇番地 ○○丁目○○番地

変更の理由 本社の移転による

添付書類
１ 特定事業の許可を受けた者の氏名、住所を変更する場合にあっては、住民票
の写し（法人にあっては、登記事項証明書）

２ 特定事業に使用される土砂等の量（土砂等の量を減少させるものに限る）を
変更する場合にあっては、土砂等の量を積算した計算書
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（規則）様式第２３号 (第４３条関係 ) 記載例

(表 )

特定事業変更許可申請書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎
申請者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

○○年○○月○○日付け徳島県指令○第○○○号で許可を受けた事項

について変更したいので、徳島県生活環境保全条例第６７条第２項の規定に

より、関係書類を添えて次のとおり申請します。

許可番号 ○○年○○月○○日徳島県指令○第○○○号
変 更 す る 事 変更後 変更前
項の内容

特 定 事 業 区 ５，０００平方メートル ４，５００平方メートル
域の面積

特 定 事 業 区 別添のとおり 別添のとおり
域 内 の 浸 透
水 を 採 取 す
る た め の 措
置

変更の理由

○○○に伴う事業拡張による。
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（規則）様式第２４号(第４４条関係) 記載例

土砂等搬入届出書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島A株式会社 代表取締役 徳島 太郎 A
届出者

住所 徳島県徳島市AA町AA丁目AA番地

○○年○○月○○日付け徳島県指令○第○○○号で許可を受けた特定

事業について土砂等を搬入したいので、徳島県生活環境保全条 例 第 ６ ９ 条

の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。

土砂等の採取場所の所在地 徳島県B郡B町B字B番外 B

土砂等の採取場所の責任者の住所、氏 徳島県CC市CC町CC番地

名及び電話番号 C建設株式会社 代表取締役 阿波一郎 C
０８８ー×××ー××××

土砂等の搬入予定量 当該採取場所からの搬入予定量

６ , 00 0 m 3

(注 4,000m3以内とすること) （うち今回の搬入量3 , 0 0 0 m 3 ） D
土砂等の搬入期間 ○○年○○月○○日～

(注 今回の搬入量に対応した期間とすること) ○○年○○月○○日

土砂等の運搬事業者の住所、氏名及び 徳島県EE市EE町EE番地

電話番号 E建設株式会社 代表取締役 四国花子 E
０８８－△△△－☆☆☆☆

添付書類
１ 土砂等に係る売渡若しくは譲渡証明書又は土砂等の発生場所の責任者が発行
した土砂等発生元証明書

２ 検査試料採取調書及び当該土砂等の検査の結果を証明する書面（環境計量士

が発行したものに限る。）。ただし、徳島県生活環境保全条例第６９条各号の

いずれかに該当する場合にあっては、これらの書面の添付を省略することがで

きる。

３ 徳島県生活環境保全条例第６９条第２号に該当する土砂等である場合にあっ

ては、当該土砂等に係る売渡証明書その他の当該土砂等を譲渡したことを証す

る書面及び採石法、砂利採取法その他の法令等に基づき許認可を受けているこ

とを証する書面

４ 土砂等の発生場所の位置図及び搬入経路図（仮置きを行う場合は、その場所

も記載すること。）

※ A～Eの箇所については、土砂等発生証明書（様式第８号）のA～Eの箇所と一致する。
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（規則）様式第２５号 (第４５条関係 ) 記載例

特定事業着手報告書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

土砂等の埋立て等に着手したので、徳島県生活環境保全条 例 第 ７ ０ 条の

規定により、次のとおり報告します。

許可番号等 ○○年○○月○○日○第○○○号

特 定 事 業 の 施 行 期 ○○年○○月○○日～ ○○年○○月○○日

間

着手年月日 ○○年○○月○○日

土 砂 等 搬 入 届 出 書 ○○年○○月○○日

の提出年月日

備考

１ 土砂等の埋立て等に着手した日から起算して１０日以内に報告すること。

２ 現場事務所及び標識の写真を添付すること。
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（規則）様式第２６号 (第４６条関係 ) 記載例

特定事業状況報告書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

徳島県生活環境保全条例第７１条の規定により、特定事業の状況を次のと

おり報告します。

許可番号等 ○○年○○月○○日○第○○○号
特 定 事 業 区 域 の
面 積 ( 一 時 堆 積 ４，５００m 2

事業である場合 (うち実施済面積３，０００ m 2 )
の実施済面積は、
堆 積 さ れ て い る
面積とする。)
特定事業が一時 （一時堆積事業の場合は、記載の必要なし）

堆積事業以外の
場合にあっては、 ６，５００m 3

特定事業に使用
された土砂等の
量
特 定 事 業 が 一 時 （一時堆積事業でない場合は、記載の必要なし）

堆 積 事 業 で あ る 搬入量 m 3

場合にあっては、
土 砂 等 の 搬 入 量 （一時堆積事業でない場合は、記載の必要なし）

及び排出量 排出量 m 3

今 回 の 報 告 に 係 ○○年○○月○○日～ ○○年○○月○○日
る期間

備考
次に掲げる書類を添付すること。
(1) 報告に係る期間の最後の日前１週間以内に撮影した特定事業区域の

写真
(2) 土砂等の搬入元に関する書類
(3) その他知事が必要と認める書類
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別紙

採 取 場 所 ・ 工 事 搬入予定量 前回累計量 今回報告量 累計量 備考

名等・搬入期間 m 3 m 3 m 3 m 3

A団地造成工事① ４ ,000 1,500 2,000 3,500

（搬入期間）

○○年○月○日～

○○年○月○日

県道B線改良工事 3,000 500 500 1,000

（搬入期間）

○○年○月○日～

○○年○月○日

Cマ ンション建築 1,000 500 500

（搬入期間）

○○年○月○日～

○○年○月○日

A団地造成工事② 2,000 1,500 1,500

（搬入期間）

○○年○月○日～

○○年○月○日

合計 10 , 0 00 2 , 0 00 ４ ,５00 ６ ,５00

※ 報告期間までに行った全ての搬入届について、届出ごとに記載してください。

（４，０００ｍ
３
以上の搬入土砂については複数の搬入届が必要ですが、その場

合には、提出した届出ごとに記載してください。例：A団地造成工事①・②）

※ 今回報告した土砂について、搬入量を管理した伝票や土砂等管理台帳(手引き

P４（２）－５に参考様式）等の搬入量が確認できる資料を添付してください。
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（規則）様式第２７号(第４９条関係) 記載例

特定事業水質・土壌検査報告書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎

報告者

住所 徳島県徳島市○○町○○丁目○○番地

徳島県生活環境保全条例第７２条第３項の規定により、水質等の検査結果

を次のとおり報告します。

許可番号等 ○○年○○月○○日徳島県指令○第○○○号

検査の区分 水 質・土 壌

検 査 試 料 採 取 場 所

別添図面及び現場写真のとおり

検 査 試 料 採 取 年 月

日 ○○年○○月○○日

検査結果 別添のとおり

備考

１ 不要な部分を線で消すこと。

２ 計量証明における試料採取は、計量証明を行う者の計量管理下で行うこと。

３ 次に掲げる書類を添付すること。

一 水質検査又は土壌検査の試料とした浸透水又は土砂等を採取した地点の位置

図

二 水質検査又は土壌検査のために採取した試料ごとの検査試料採取調書

三 水質検査又は土壌検査の結果を証明する書面
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（規則）様式第２８号 (第５１条関係 ) 記載例

特定事業完了（廃止）届出書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島△△株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者

住所 徳島県徳島市◇◇町◇◇丁目◇◇番地

特定事業を完了した（廃止した）ので、徳島県生活環境保全条 例 第 ７ ４

条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

許可番号等 ○○年○○月○○日○第○○○号

完 了 （ 廃 止 ） 年 月 計画期間 ○○年○○月○○日～

日等 ○○年○○月○○日

完了期日（廃止期日） ○○年○○月○○日

検査希望日 ○○年○○月○○日

備考

１ 不要な部分を線で消すこと。

２ 特定事業を完了した場合にあっては完了した日から１５日以内に、特定事業を

廃止した場合にあっては廃止した日から３０日以内に届け出ること。
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（規則）様式第２９号 (第５１条関係 ) 記載例

特定事業休止（再開）届出書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島△△株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者

住所 徳島県徳島市◇◇町◇◇丁目◇◇番地

特定事業を休止した（休止する・再開する）ので、徳島県生活環境保全条

例第７４条第１項（第５項）の規定により、次のとおり届け出ます。

許可番号等 ○○年○○月○○日○第○○○号

休止（再開） 計画期間 ○○年○○月○○日～

年月日等 ○○年○○月○○日

休止（再開）年月日 ○○年○○月○○日

休止期間 ○○年○○月○○日～

○○年○○月○○日

特 定 事 業 が 一 時 堆 積 事 業 で あ

る 場 合 に あ っ て は 、 特 定 事 業 m 2

区 域 の 面 積 の う ち 土 砂 等 が 堆

積されている面積

備考

不要な部分を線で消すこと。
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（規則）様式第３０号 (第５２条関係 ) 記載例

特定事業承継届出書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）

徳島△△株式会社 代表取締役 徳島 太郎

届出者

住所 徳島県徳島市◇◇町◇◇丁目◇◇番地

徳島県生活環境保全条例第６２条第１項の許可を受けた者の地位を承継し

たので、同条例第７５条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

許可番号等 ○○年○○月○○日○第○○○号

承継前の事業者 住所

徳島県徳島市◇◇町◇◇丁目◇◇番地

氏名(法人にあっては、名称及びその代表者の氏名)

徳島○○株式会社 代表取締役 徳島 太郎

承継の理由

合併による

承継年月日 ○○年○○月○○日

添付書類

１ 地位の承継の事実を証明する書面

２ 地位の承継をした者の住民票の写し（法人にあっては、登記事項証明

書）

備考

特定事業の許可を受けた者の地位の承継があった日から３０日以内に届け出る

こと。
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（様式）様式第８号(第４４条関係) 記載例

土砂等発生元証明書

○○年○○月○○日

徳島県知事 殿

責任者氏名（法人にあっては、名称及びその代表者の氏名）
C建設株式会社 代表取締役 阿波 一郎

発生元事業者 C

住所 徳島県CC市CC町CC番地

土砂等の発生について、次のとおり証明します。

なお、これらの土砂等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１

項に規定する廃棄物ではありません。

採 取 場 所 の 所 在 地 徳 島 県 B郡 B町 B字 B番 外 B

証 明 に 係 る 土 砂 等 が 工 事 名 A団 地 造 成 工 事
建 設 工 事 等 に よ り 発 発注者 徳 島 県 Ａ Ａ 市 Ａ Ａ 町 Ａ Ａ 番 地
生 し た 場 合 に あ っ て A建 設 株 式 会 社
は 、 建 設 工 事 等 の 概 代 表 取 締 役 阿 波 一 郎
要 工 事 施 工 ○○年○○月○○日～

期 間 ○○年○○月○○日
当該工事に係る土砂等発生量 １０，０００ m 3

(うち処分契約量 ６，０００ m 3 )

今回の証明に係る土砂等の量 ３，０００ m 3 D
(4,000m 3 以内)

発生土砂等の汚染状況について
有・ 無

の検査結果証明書の有無

発生土砂等の区分 １ － （ １ ）、 １ － （ ２ ）、 ２

証明に係る土砂等の運搬事業者の 徳 島 県 EE市 EE町 EE番 地
住所、氏名及び電話番号（法 人 に E建 設 株 式 会 社

あ っ て は 、 名 称 、 そ の 代 表 者 、 代 表 取 締 役 四 国 花 子 E
所 在 地 及 び 電 話 番 号 ） ０ ８ ８ － ○ ○ ○ － ☆ ☆ ☆ ☆

（注 土 砂 等 搬入 届 の 運 搬 事 業 者 に 同じ ）

証明に係る土砂等の使用者の住所、 徳 島 県 徳 島 市 AA町 AA丁 目 AA番 地

氏名及び電話番号（法 人 に あ っ て 徳 島 A株 式 会 社 A
は 、 名 称 、 そ の 代 表 者 、 所 在 地 代 表 取 締 役 徳 島 太 郎
及 び 電 話 番 号 ） ０ ８ ８ － △ △ △ － ☆ ☆ ☆ ☆

※ A～Eの箇所については、土砂等搬入届出書（規則様式第２４号）のA～Eの箇所と一致する。

※ 土砂等の区分(以下参照）を必ず記載すること

１－（１） 下記１のうち（１）に該当する土砂等
１－（２） 下記１のうち（１）に該当しない土砂等
２ 下記１に該当しない土砂等

１ 砂、礫、砂礫、礫質土、通常の施工性が確保される粘性土及びこれに準ずるもの
(1) 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項を

定める省令（平成３年建設省令第１９号）別表第１に規定する第１種建設発生土、
第２種建設発生土及び第３種建設発生土

(2) その他
２ その他


